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研究成果の概要（和文）：栃木県内の森林組合において利用間伐作業の時間観測を行い、丸太材積を変数とした収穫費
用算出式を構築した。収穫費用算出式を森林GISデータに適用して、経済性が成り立つ林地から搬出される森林バイオ
マス発生量を利用可能量として推定した。団地化や路網整備による利用可能量増加の可能性について検討した。林業機
械や発電所等の設備の廃棄状況に関して聞き取り調査を行い、廃棄過程を考慮したエネルギー収支分析を行った。

研究成果の概要（英文）：This study conducted time studies of commercial thinning operations by a forest 
owners' co-operative and developed calculation formulas of direct operation expenses considering log 
sizes. The calculation formulas were applied to forest GIS data and availability of forest biomass 
resources were projected as supply potentials from profitable stands. An effect of aggregating stands and 
establishing forest road networks on availability was examined. Disposal processes of forestry machines 
and power generation plants were investigated and energy balances including disposal processing were 
analyzed.

研究分野：森林工学
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１． 研究開始当初の背景 
近年，全国各地で木質バイオマスのエネル
ギー利用が推進されている。しかしながら，
製材所廃材や建設廃材等の発生量が大幅に
増加することは見込まれず，今後も木質バオ
マスのエネルギー利用を推進していくには，
素材生産時に発生する林地残材等の森林バ
イオマスを活用していく必要がある。 
申請者らはこれまでに栃木県を対象とし
て，森林 GIS データと森林施業履歴を用いて
森林バイオマス発生量や利用可能量を推定
してきた。ただし，これらの研究では，初回
間伐，2 回目間伐，主伐においてある一定の
木材利用率を想定し，残材を森林バイオマス
として収穫することを想定したが，木材利用
率は地位，地利，木材価格など様々な要因に
よって変化するため，これらを考慮したより
正確な発生量・利用可能量算定モデルを構築
する必要がある。さらに，経済収支のみなら
ず，エネルギー収支に関しても正確な評価モ
デルを構築し，これを用いて評価する必要が
ある。 
 
２．研究の目的 
栃木県の那須野ヶ原地域では，木質バイオ
マスの利活用に向けた取り組みとして，農業
団体が主体となり，水源林整備の際に発生す
る切り捨てられた間伐材等を含む林地残材
を木質バイオマス発電で利用することを検
討している他，木質ペレットストーブの普及
に併せて，ペレット製造工場がこの地域の N
森林組合と提携し，森林整備加速化・林業再
生基金を活用して，小径材をはじめとする未
利用材を木質ペレットの原料として買い取
り利用している。 
現在，N 森林組合の作業システムではチェ
ーンソー伐倒後，グラップルローダで全木を
道路脇に集積し，プロセッサを用いて造材を
行っているため，梢端部に近い小径材も道路
脇に集積される。この小径材は嵩密度の低い
枝条等に比べて効率的に搬出できる森林バ
イオマスであるといえる。しかしながら，素
材生産の側では小径材の搬出により搬出材
積や売上が増加する一方，生産性の低下で費
用が割高となり，採算が悪化する可能性があ
る。 
本研究では，まず N森林組合をはじめとす
る那須野ヶ原地域の林業事業体を対象に小
径材の搬出が作業時間に与える影響を調査
し，その結果から丸太サイズを考慮した直接
費用計算式を作成した。次にこの直接費用計
算式を採材方法の因子として組み込み，売上
と費用の差である利益を最大にする採材ア
ルゴリズムを作成した。そして，この採材ア
ルゴリズムを用いて間伐材搬出作業の採算
性推定モデルを構築し，実際に小径材が搬出
された間伐林分に適用することで，採算的に
最も有利となる搬出率を推定するとともに，
実測値との比較を行い，推定結果の適合性な
らびに小径材搬出の可能性を検討した。 

また，今後，小径材の搬出を含めた搬出間
伐を推進するためには地域全体において採
算の取れる林分がどのような条件でどれく
らい存在するのかを把握する必要がある。そ
こで，構築した間伐材搬出作業の採算性推定
モデルを那須野ヶ原地域の那須町全域のス
ギ・ヒノキ林分に適用し，採算性の評価を行
うとともに，搬出間伐，さらには小径材搬出
が可能となる林分条件を分析した。 
最後に林業機械や発電所等の設備の廃棄
状況に関して聞き取り調査を行い，廃棄過程
を考慮したエネルギー収支分析を行った。 
 
３．研究の方法 
直接費用計算式を用いて利益を最大にす
る採材アルゴリズムの手順を述べる。 
ステップ 1：まず，対象となる間伐木の採
材方法を選択する。ここで，採材する丸太の
材種は一般材，ラミナ材，小径材を想定した。
一般材は木材共販所，ラミナ材は集成材の用
材として製材工場，小径材はペレット用材と
してペレット製造工場にそれぞれ販売され
る。次に対象となる間伐木に幹曲線式を適用
し，採材される丸太の径級を求める。ここで
は，以下の幹曲線式を用いて，地上高 h（m）
の末口径 d（cm）を求めた。このとき，伐採
高は 20cm と想定した。 
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ここで，D は胸高直径（cm），H は樹高（m），
aは次式で表される係数である。 
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f は胸高形数であり，次式で表される。なお，
Vn は立木幹材積（m3/本）であり，二変数材
積式より求めた。 

)000,10//(4 2πHDVnf   （3） 

ステップ 2：ここでは収入を算出する。ス
テップ1で求めた丸太の材長と末口径から末
口二乗法を用いて玉材積（m3/玉）を算出し，
これに長級・経級ごとの木材価格（円/m3）を
乗じて丸太 1 玉あたりの材価（円/玉）を求
める。これより，間伐木 1本あたりの丸太材
積 Vl（m3/本），売上 p（円/本）はそれぞれ
（4），（5）式で表される。 
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ここで，vi，piはそれぞれ i番玉の玉材積（m
3/

玉），材価（円/玉），n は採材玉数（玉/本）



である。 
 ステップ 3：ここでは費用を算出する。各
作業工程の直接費用は那須野ヶ原地域の林
業事業体を対象とした既往の調査結果をも
とに，直接費用計算式を作成した。 
ステップ 4：ステップ 2，3で算出した収入
と費用の差から利益を算出する。 
以上，ステップ 1～4 を対象となる間伐木
からとり得るすべての採材方法について計
算し，結果的に利益が最大となる採材方法を
探索するアルゴリズムをマイクロソフト社
の Excel VBA を使用して作成した。 

 

４．研究成果 
(1)最適搬出率の検討 
構築した採材アルゴリズムを実際に小径
材が搬出された林分 A（7.12ha の 55 年生ス
ギ・ヒノキ林分），B（6.70ha の 52 年生スギ
林分）に適用し,利益が最大となる最適搬出
率を推定した。その結果，最適搬出率はそれ
ぞれ 70.3％，37.9％，搬出材積は 86.48m3/ha，
47.77m3/ha と推定され，実測値に近い値であ
ることが確認された（図－1）。しかしながら，
本研究の最適搬出率では搬出費用がかかり
増しとなる小径材は搬出されなかった。そこ
で，ha あたりの搬出材積の増加により標準単
価が高くなる新しい補助金事業を導入した
ところ，最適搬出率は増加し，小径材の搬出
材積については林分A，Bの実測値1.79m3/ha，
1.76m3/ha に対して，それぞれ 3.63m3/ha，
2.51m3/ha となったことから，新しい補助金
体系のもとでは小径材の搬出により利益が
向上し，小径材の搬出が促進される可能性が
示された。 
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図－1 搬出材積の推定結果（推定①：最適
搬出率，推定②：売上最大の搬出率，推定③：
新しい補助金事業を導入した最適搬出率，推
定④：小径材の買取価格を 4,080 円/m3にした
最適搬出率，推定⑤：小径材の買取価格を
6,800 円/m3にした最適搬出率） 
 
 

(2)小径材搬出の可能性 
次に GISを用いて本手法を那須野ヶ原地域
の那須町全域に適用したところ，小径材搬出
林分は面積比で全体の 1 割程度であったが，
林地傾斜が緩く，搬出距離が短いほど，小径
材搬出林分の面積は増加することが確認さ
れた。これより，小径材搬出林分を増加させ
るためには，林道等の路網整備により搬出距
離を短縮させることが効果的であると考え
られた（図－2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－2 間伐シミュレーションの判定結果
と林分条件の関係（左：林齢 35 年，右：
林齢 45年） 
 
(3)エネルギー収支分析 
セメント工場に併設された木質バイオマ
ス発電施設を対象として試算した。全投入エ
ネルギーの比率を見ると，運用エネルギーが
85%を占め，機械やプラントの製造より，実
際の作業で投入されるエネルギーが大きい
ことが示された（図－3）。また，本研究で考
慮に入れた廃棄に関わるエネルギーは機械，
プラントすべてを合計して全体の 1%であっ
た。灰の処理に関わるエネルギーは全体の 1%
に満たなかった。これは灰の処理をセメント
原料として同工場で再利用することの効果
が表れている。総エネルギー収支は生産エネ
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ルギーと投入エネルギーの比で表される。本
研究では生産エネルギーは木質バイオマス
の持つエネルギーに，発電所の発電効率や電
気使用量を考慮して実際に得られるエネル
ギーを求めた。算出の結果，総エネルギー収
支は 12.02 となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－3 全投入エネルギーの比率 
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